
令和５年度 令和６年度 令和７年度

97人 107人 98人

222人 224人 216人

1,546件 1,500件 1,125件

1,941件 2,040件 1,530件

4,462件 4,486件 3,730件

88件 107件 89件

39,748件 40,821件 30,610件

1,812件 1,832件 1,500件

30.3% 33.3% 33.3%

46.4% 40.0% 40.0%

2,940人 2,993人 2,490人

④　医療機能等指標に係る数

値目標

【医療機能・医療の質】

一日あたりの入院患者数

一日あたりの外来患者数

健診者数（人間ドック）

訪問看護件数

紹介率

逆紹介率

脳神経外科クリニカルパス件数

リハビリ件数（入院）

リハビリ件数（外来）

【連携の強化等】

公立病院経営強化プランの概要

土岐市

岐阜県厚生農業協同組合連合会東濃中部医療センター土岐市立総合病院

土岐市立総合病院及び（仮称）公立東濃中部医療センター経営強化プラン

土岐市立総合病院編

令和６年３月

令和６年度　～　令和７年度

団 体 名

プ ラ ン の 名 称

策 定 日

対 象 期 間

医

師

・

看

護

師

等

の

確

保

と

働

き

方

改

革

・指定管理者のスケールメリット・ネットワークを生かし、大学医局からの派遣や指定管理者に

よる採用を要請する。

・東濃地域医師確保奨学資金貸付制度等免除要件のある公的支援制度を積極的に活用し、医師等

の確保を図る。

・救急体制について東濃厚生病院との輪番制により圏域内での救急体制を確保する。

・タスクシフト、タスクシェアについて、積極的に業務整理、役割分担をを進め、労働環境の改

善に努める。

・病院開設者は、指定管理者の対応状況を注視する。

①　医師・看護師の確保に向

けた取組

③　医師の働き方改革への対

応

②　臨床研修医の受入等を通

じた若手医師の確保

・基幹型臨床研修病院として、隣接病院での症例経験が可能であること、令和8年2月には、新病

院が開院予定であること強みとして、若手医師に選ばれる病院の体制を構築する。

病 院 名

救急搬送受入件数

救急受入件数（時間外患者数）

役

割

・

機

能

の

最

適

化

と

連

携

の

強

化

・市広報やホームページ、指定管理者が発行する広報誌を活用し、土岐市立総合病院の医療機能

等について周知を図る。

・毎年度の病院事業の実施状況及びその評価結果を公表する。

①地域医療構想を踏まえた当

院の果たすべき役割・機能

令和8年2月開院予定の（仮称）公立東濃中部医療センターに統合されるまでの間、二次救急医

療、急性期医療、回復期医療を中心に、土岐市周辺の地域医療を担う。

②　地域包括ケアシステムの

構築に向けて果たすべき役

割・機能

・地域における医療分野の要として、救急患者の受け入れのほか、入院ニーズに速やかに応えら

れる医療提供体制を確保する。

・他の病院・診療所及び介護事業所・施設の連携強化に努める。

③　機能分化・連携強化

・東濃厚生病院と連携して、二次救急医療、急性期医療、回復期医療を担う。

・脳卒中センターでは、東濃圏域全体からの患者受入に24時間・365日対応できる医療提供体制

を確保する。

⑤　一般会計負担の考え方
・指定管理者制度導入時の条件、総務副大臣通知「地方公営企業繰り出し金について」の考え方

を基本とし、一般会計から適切な額の繰り出しを行う。

⑥　住民理解のための取組

Administrator
テキストボックス
資料３－②



令和５年度 令和６年度 令和７年度

73.3 71.9 66.6

73.4 71.6 66.3

43 47.3 43.6

53,916 54,532 43,848

84.3 87.2 94.7

19.7 19.7 19.7

18.4 18.6 19.8

92.3 91 91

経営の安定 27.6 29.6 29.6

新興感染症の拡大時に備えた平時

からの取組

本編に記載。

指定管理者のスケールメリットを生かした効率的な経営により、令和6・7年度の数値目標が達成

できるよう指定管理者と緊密に連携する。

①　経営指標に係る数値目標

②　目標達成に向けた具体的

な取組

③　収支計画

医師数（含非常勤換算）（人）

収支改善

収入確保
病床利用率（％）

外来患者数（人）

経常収支比率（％）

医業収支比率（％）

経営強化プランの点検・評価・公表

現在の指定管理者による指定管理期間は、令和6年度末までであるが、指定管理者制度へ移行した

ことについて一定の評価がされていることから、指定管理期間の満了後も新病院への統合までの

間、指定管理期間を延長することを想定としており、経営強化プラン期間内における経営形態の

見直しは予定していない。

経営形態の見直し

①　施設・設備の適正管理と

整備費の抑制

②　デジタル化への対応

施

設

・

設

備

の

最

適

化

・施設設備については必要最小限の修繕で病院機能を維持する。

・医療機器等については、統合後の新病院への移設・活用を前提に、投資の平準化と費用の抑制

を図る。

・オンライン資格確認について利用実績が低調であり、利用促進のための周知に取り組む。

・情報セキュリティについて、指定管理基本協定、情報セキュリティ管理運用規定に基づきラン

サムウエア対策、職員研修等の実施により医療情報事故を未然に防ぎ、医療提供体制を維持す

る。

・計画の進捗状況については、自己点検・評価を行った後、「土岐市病院事業指定管理者評価委

員会」を改組し、設置予定の（仮称）土岐市病院事業評価委員会において、プラン進捗状況の点

検及び評価並びに指定管理者による管理運営の状況について評価を行い、その結果をホームペー

ジ等で公開する。

・プランの見直しについても当該委員会において、検討したうえで、市議会への説明、市民意見

の聴取を経て決定する。

経

営

の

効

率

化

等

今後も発生する可能性がある新興感染症に対しては、県や周辺医療機関との連携を一層強固なも

のとするとともに、専門人材の育成や感染防護具等の備蓄を充実することにより、感染拡大また

は院内感染発生時には、現状休床スペースを活用して感染区域と清潔区域のゾーニングを行うな

どの対応により医療提供を継続できるよう体制強化に努める。

持続可能な社会に向けた取り組み

土岐市立総合病院においては、ＳＤＧｓのゴール３「すべての人に健康と福祉を」及びゴール１

１「住み続けられるまちづくりを」など関連する目標に取り組み、ＳＤＧｓの目標達成及び持続

可能なまちづくりを推進していく。

給与対医業収益比率（％）

材料費対医業収益比率（％）

経費対医業収益比率（％）　
経費削減

後発医薬品使用割合（％）　



病床機能 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 計

病床数 ４７床 ２４９床 ８４床 ２０床 ４００床

科目名

令和７年度 令和８年度 令和９年度

190人 290人 320人

700人 820人 820人

800人 6,400人 6,400人

病床数

診療科目

内科　呼吸器内科　循環器内科　消化器内科　腎臓内科　神経内科

糖尿病・内分泌内科　血液内科　皮膚科　リウマチ・アレルギー科

小児科　精神科　外科　血管外科　泌尿器科　脳神経外科　整形外科

眼科　耳鼻咽喉科　産婦人科　リハビリテーション科　放射線科

麻酔科　病理診断科　救急科　歯科口腔外科（計２６科）

役

割

・

機

能

の

最

適

化

と

連

携

の

強

化

・平成２８年度より検討を進めてきた東濃中部地域における医療提供体制の検討については、パ

ブリックコメントによる住民意見聴取や懇談会の実施、広報誌、ホームページによる情報発信を

行ってきた。

・今後も組合ホームページや広報誌を活用する他、懇談会の実施などにより情報を発信、公開す

るとともに、新病院開院後は病院専用ホームページを作成するなど情報発信の場を広げることを

検討する。

①地域医療構想を踏まえた当

院の果たすべき役割・機能

・統合に伴う医師集約による診療提供体制・診療機能の強化。

・市外流出の多い救急医療及び各種疾患（循環器系疾患、新生物、内分泌系疾患、周産期医療

等）への対応。

・急性期医療から回復期、慢性期、在宅医療を切れ目なく提供する地域医療体制の中心的役割。

②　地域包括ケアシステムの

構築に向けて果たすべき役

割・機能

・岐阜県地域医療構想の回復期病床増加方針に則り、病床数４００床のうち、８４床を回復期病

床として整備する。（地域包括ケア病床 ４０床・回復期リハビリテーション病床 ４４床）

・行政や介護事業所、福祉施設等とも連携を強化し、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一

体的に提供される地域包括ケアシステム推進の中心的な役割を果たす。

③　機能分化・連携強化

・２次救急医療を完結できることを目指す。

・１次から２次、２次から３次と、機能分化を図ることで患者の重症度に応じた適切な治療が行

えるよう、地域内の各病院・診療所と連携を密にする。

⑤　一般会計負担の考え方

・政策的医療等に要する経費として指定管理者へ交付する指定管理料については、指定管理協定

で定め、指定管理者制度の制度設計の下、総務省が定める地方公営企業の繰出基準を基本とし、

組合構成市一般会計からの適正な繰り出しが行われるよう努める。

⑥　住民理解のための取組

④　医療機能等指標に係る数

値目標

一日あたりの入院患者数

一日あたりの外来患者数

健診者数（人間ドック）

公立病院経営強化プランの概要

東濃中部病院事務組合

（仮称）公立東濃中部医療センター

指定管理者制度（利用料金制）

土岐市肥田町浅野字高根１０７８番地２１

経営強化プラン　（仮称）公立東濃中部医療センター編      

令和６年３月

令和７年度　～　令和９年度

団 体 名

プ ラ ン の 名 称

策 定 日

対 象 期 間

病

院

の

概

要

病院名

経営形態

所在地



令和７年度 令和８年度 令和９年度

69.8% 98.8% 102.2%

69.4% 98.3% 101.7%

47.5% 72.5% 80.0%

27,300人 197,620人 199,260人

69.3% 52.8% 50.5%

33.7% 23.3% 23.3%

16.7% 10.0% 10.0%

新興感染症の拡大時に備えた平時

からの取組

本編に記載。

・令和９年度より黒字化することを目標とする。

・医療スタッフの充実等による患者増加・増収により各数値目標を達成し、安定した経営を行え

るよう運営者に働きかける。

①　数値目標

②　目標達成に向けた具体的

な取組

③　収支計画

給与対医業収益比率

材料費対医業収益比率

経費対医業収益比率　

収支改善

収入確保

経費削減

修正医業収支比率

病床利用率

外来患者数

経常収支比率

経営強化プランの点検・評価・公表

・土岐市立総合病院は令和２年４月に指定管理者制度を導入し、経営形態の見直し済。指定管理

者制度へ移行した一定の成果が上がっている。

・新病院についても引き続き指定管理者制度により運営を行う。

医

師

・

看

護

師

等

の

確

保

と

働

き

方

改

革

・２病院統合によるスタッフ集約を図る。

・助産師就学資金等貸与制度を設ける。

・運営者に大学医局からの医師派遣や直接採用、初期臨床研修による若手医師確保などの医療ス

タッフ確保を要請。

・ＩＣカード等を活用した出退勤管理システムや使いやすい電子カルテ閲覧システム等を導入

し、労務環境を整備。

・運営者にタスク・シフティングの推進など、働きやすい環境整備を要請。

経営形態の見直し

①　施設・設備の適正管理と

整備費の抑制

②　デジタル化への対応

施

設

・

設

備

の

最

適

化

・必要に応じて外壁老朽度調査等を定期的に実施し、いずれ行う修繕工事に向けて計画的に準備

を進め、特定の年度に集中して修繕工事を行うことの無いよう努める。

・医療機器等の設備についても同様に、特定の年度に集中して機器を更新することの無いよう計

画的に整備する。

・新たに導入する医療情報システムについては、セキュリティ対策、バックアップ体制を強固と

したものとする。

・運営者に対して、職員の情報セキュリティ対策研修の実施など、人的ミスによる情報漏洩が無

いよう要請する。

・プランの進捗状況については、自己点検・評価を毎年行う。

・現時点では評価を行う組織等は存在しないことから、今後、経営評価委員会を立ち上げ、プラ

ンの進捗状況について点検・評価を行い、結果をホームページ等で公開する。

・プランの見直し等の必要性がある場合、経営評価委員会において検討し、組合議会への説明や

住民意見の聴取を行うなど、理解を得ながら進める。

①　医師・看護師の確保に向

けた取組

経

営

の

効

率

化

等

②　医師の働き方改革への対

応

・感染外来、専用玄関、検体採取出入口の設置

・感染症が疑われる患者と他の患者が交わらない動線、病棟及び諸室の確保

・感染症拡大時に入院受け入れが可能となる病床の整備


